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健康づくりにおける事業主（もしくは健康事業担当者）の考え方 

（１）健康づくりに関する相談窓口（地域産業保健センター等）の認知度 

 

 

 

健康づくりに関する相談窓口（地域産業保健センター等）があることを知っていて利用した

ことがある事業所は 32.7％、知っていて利用したいと考えている事業所が 15.6％、知っている

が利用は考えていない事業所が 46.4％、よくは知らないが聞いたことはある事業所が 4.5％、

聞いたことがない事業所が 0.8％となっている。 

 

 

 

 

 

  

問 18.健康づくりに関する相談窓口（地域産業保健センター等）があることを知っていますか。    
（回答は１つ） 

32.7 15.6 46.4 4.5 0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

(n=623)

知っており、利用したことがある 知っており、利用したいと考えている

知っているが、利用は考えていない よくは知らないが、聞いたことはある

聞いたことがない 無回答
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（２）「健康経営」の認知度・利用度 

 

 

 

「健康経営」について内容を知っており取組んでいる事業所は全体で 7.2％、内容を知って

いる事業所は 11.6％と、この２つを合計した内容まで知っている事業所は 18.8％である。内容

は知らないが聞いたことはある事業所は 29.9％、聞いたことがない事業所が 49.9％である。 

業種別にみると、金融業、保険業は内容を知っており取組んでいる割合が 33.3％と全体結果

に比べて有意に高く、内容を知っている割合（22.2％）を合わせた内容まで知っている割合は

55.5％と全体結果に比べて有意に高い。 

 

 

 

  

問 19.「健康経営」について知っていますか。（回答は１つ） 

　　　全体結果よりも有意に高い
　　　全体結果よりも有意に低い

7.2

9.4

11.0

3.3

3.2

3.9

33.3

13.6

20.0

8.5

11.6

10.4

11.0

13.3

16.7

11.1

7.9

9.0

22.2

22.7

40.0

13.6

12.5

29.9

29.2

33.0

26.7

25.0

22.2

31.7

31.6

16.7

31.8

25.4

37.5

49.9

49.1

44.0

56.7

58.3

66.7

55.6

54.2

22.2

31.8

40.0

52.5

47.5

1.4

1.9

1.0

1.6

1.3

5.6

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=623)

建設業(n=106)

卸・小売業(n=100)

宿泊業、飲食サービス業(n=30)

不動産業、物品賃貸業(n=12)

教育、学習支援業(n=9)

その他サービス業(n=63)

医療、福祉(n=155)

金融業、保険業(n=18)

運輸業、郵便業(n=22)

情報通信業(n=5)

製造業(n=59)

その他(n=40)

内容を知っており、取り組んでいる 内容を知っている 内容は知らないが、聞いたことはある

聞いたことがない 無回答

業

種

18.8

19.8

22.0

16.6

16.7

11.1

11.1

12.9

55.5

36.3

60.0

22.1

12.5

知って
いる計
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従業員の健康づくりに投入できる費用別にみると、いずれの事業所においても全体結果に比

べて有意な差は見られないが、３万円以上投入可能な事業所に比べて、投入できない、あるい

は分からない事業所では聞いたことがない割合が有意に高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）「健康経営」を知った媒体 

 

 

 

 

「健康経営」について内容を知っており、取り組んでいる、あるいは内容を知っていると回

答した事業所に対して、どのような媒体で「健康経営」を知ったかをたずねたところ、「全国健

康保険協会（協会けんぽ）からの案内」が 62.4％、「商工会・商工会議所からの案内」「インタ

ーネット」がそれぞれ 20.5％、「保険会社からの情報」が 17.9％と、これらが上位となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

  

≪問 19で「1. 内容を知っており、取り組んでいる」または「2. 内容を知っている」とお答え
の方におたずねします≫ 
問 19-1. 「健康経営」をとのような媒体で知りましたか。（回答はいくつでも） 

62.4

20.5

17.9

9.4

5.1

20.5

12.8

10.3

0.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

全国健康保険協会（協会けんぽ）からの案内

商工会・商工会議所からの案内

保険会社からの情報

北九州市からの案内

同業他社からの情報

インターネット

テレビ・新聞

その他

無回答

(%)

全体(n=117）

　　　全体結果よりも有意に高い
　　　全体結果よりも有意に低い

7.2

9.6

6.6

11.7

19.0

4.7

11.6

11.7

8.8

15.5

19.0

13.3

10.5

29.9

33.0

38.5

29.1

33.3

23.3

27.2

49.9

45.7

44.0

42.7

28.6

63.3

56.5

1.4

2.2

1.0

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=623)

１～５千円未満(n=94)

５千～１万円未満(n=91)

１万円～３万円未満(n=103)

３万円以上(n=21)

投入できない(n=30)

分からない(n=276)

内容を知っており、取り組んでいる 内容を知っている 内容は知らないが、聞いたことはある

聞いたことがない 無回答

健

康

づ

く

り

の

た

め

に

投

入

で

き

る

費

用

18.8

21.3

15.4

27.2

38.0

13.3

15.2

知って
いる計

「その他」の回答 

･健康保険組合 

･産業医からの紹介 

･社内研修会 

･セミナー 

･小倉法人会 

･親会社からの情報 

･銀行本部 
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（４）「ふくおか健康づくり団体・事業所宣言」登録制度の認知度・登録状況 

 

 

 

「ふくおか健康づくり団体・事業所宣言」に登録している事業所は全体で 6.7％、知っており

登録したいと考えている事業所は 3.4％、知っているが登録は考えていない事業所は 7.5％と、

「ふくおか健康づくり団体・事業所宣言」を認知している事業所は 17.6％である。一方、内容

は知らないが聞いたことはある事業所は 24.7％、聞いたことがない事業所は 56.3％である。 

業種別にみると、建設業や卸・小売業で登録している割合がそれぞれ 13.2％、14.0％と全体

結果に比べて有意に高く、建設業では「ふくおか健康づくり団体・事業所宣言」を認知してい

る割合も 27.4％と全体結果に比べて有意に高い。一方、医療、福祉は登録している割合が 1.9％

と全体結果に比べて有意に低い。運輸業、郵便業では内容は知らないが聞いたことがある割合

が 50.0％と全体結果に比べて有意に高い。 

 

 

 

 

 

 

  

問 20.「ふくおか健康づくり団体・事業所宣言」登録制度について知っていますか。 
（回答は１つ） 

　　　全体結果よりも有意に高い
　　　全体結果よりも有意に低い

6.7

13.2

14.0

3.3

4.8

1.9

16.7

20.0

5.1

3.4

3.8

1.0

3.3

7.1

4.5

20.0

5.0

7.5

10.4

10.0

6.7

7.9

5.2

11.1

11.9

5.0

24.7

23.6

23.0

26.7

25.0

33.3

28.6

23.2

27.8

50.0

20.0

18.6

22.5

56.3

49.1

50.0

60.0

75.0

66.7

57.1

61.9

38.9

45.5

20.0

62.7

67.5

1.3

2.0

1.6

0.6

5.6

20.0

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=623)

建設業(n=106)

卸・小売業(n=100)

宿泊業、飲食サービス業(n=30)

不動産業、物品賃貸業(n=12)

教育、学習支援業(n=9)

その他サービス業(n=63)

医療、福祉(n=155)

金融業、保険業(n=18)

運輸業、郵便業(n=22)

情報通信業(n=5)

製造業(n=59)

その他(n=40)

登録している 知っており、登録したいと考えている 知っているが、登録は考えていない

内容は知らないが、聞いたことはある 聞いたことがない 無回答

業

種

17.6

27.4

25.0

13.3

0.0

0.0

12.7

14.2

27.8

4.5

40.0

17.0

10.0

知って
いる計
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従業員の健康づくりに投入できる費用別にみると、１万円～３万円未満を投入できる事業所

は登録している割合が 14.6％と全体結果に比べて有意に高く、３万円以上投入できる事業所も

知っており登録したいと考えている割合が 9.5％と全体結果に比べて有意に高い。このため、

「ふくおか健康づくり団体・事業所宣言」を認知している割合（１万円～３万円未満；28.2％、

3 万円以上；28.6％）は全体結果（17.6％）に比べて有意に高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）企業としての健康づくりの取組みの必要性 

 

 

 

企業として健康づくりに取り組む必要性について、そう思う事業所が 44.0％、ややそう思う

事業所が 40.1％と、必要性を感じている事業所が 80％以上を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問 21.企業（事業所）として健康づくりに取り組む必要があると思いますか。（回答は１つ） 

44.0 40.1 12.0 2.2 1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

(n=623)

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 無回答

　　　全体結果よりも有意に高い
　　　全体結果よりも有意に低い

6.7

9.6

7.7

14.6

4.8

3.3

3.4

6.4

4.4

4.9

9.5

1.4

7.5

5.3

5.5

8.7

14.3

3.3

8.7

24.7

25.5

33.0

24.3

4.8

20.0

24.6

56.3

53.2

49.5

45.6

66.7

76.7

60.9

1.3

1.9

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=623)

１～５千円未満(n=94)

５千～１万円未満(n=91)

１万円～３万円未満(n=103)

３万円以上(n=21)

投入できない(n=30)

分からない(n=276)

登録している 知っており、登録したいと考えている 知っているが、登録は考えていない

内容は知らないが、聞いたことはある 聞いたことがない 無回答

健

康

づ

く

り

の

た

め

に

投

入

で

き

る

費

用

17.6

21.3

17.6

28.2

28.6

3.3

13.4

知って
いる計
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（６）健康づくりに取り組む必要があると思う理由 

 

 

 

企業として健康づくりに取り組む必要があると回答した事業所に対して、その理由をたずね

たところ、「従業員の健康維持の改善」が 76.9％で最多、次に「従業員の生活習慣や健康に関す

るリテラシーの改善、向上」が 53.8％、「従業員の生産性の向上」が 36.3％と、これらが上位

となっている。「その他」の意見としては、「長期間（定年以降）の勤務」があげられている。 

 

 

 

  

≪問 21で「1. そう思う」または「2.ややそう思う」とお答えの方におたずねします≫ 
問 21-1.その理由は何ですか。（回答はいくつでも） 

53.8

76.9

16.0

26.1

30.3

36.3

23.3

10.7

11.3

1.9

10.9

6.5

0.4

0.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

従業員の生活習慣や健康に関する

リテラシーの改善、向上

従業員の健康状態の改善

休業者数・休業日数の減少

従業員間のコミュニケーション

の改善・促進

従業員のモチベーション、

エンゲージメント（愛社精神）の向上

従業員の生産性の向上

離職率の低下防止

人材採用での効果を期待

企業・事業所のイメージアップ

企業(事業所)の規定

医療費の抑制

世の中の風潮

その他

無回答

(%)

全体(n=524）
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（７）健康づくりに取り組むうえでの課題 

 

 

 

健康づくりに取り組むうえでの課題については、「時間の余裕がない」が 41.4％で最多、次

に「人出に余裕がない」が 40.0％、「個人情報の取扱いが難しい」が 28.7％、「資金に余裕がな

い」が 22.0％と、これらが上位となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問 22.健康づくりに取り組むうえで、課題や障壁はありますか。（回答はいくつでも） 

17.0

28.7

41.4

22.0

40.0

10.6

2.1

15.6

1.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

従業員の巻き込み方、

やり方が分からない

個人情報の取扱いが難しい

時間の余裕がない

資金に余裕がない

人手に余裕がない

具体的な効果が期待できない・

効果が分からない

その他

特にない

無回答

(%)

全体(n=623）

「その他」の回答 

･従業員本人のやる気 

･健康管理は各自で行うものという風潮がある 

･科学的に有効な健康対策の情報が得られないと感じる 

･持続させる上で日々の取組みにおける優先順位が低い 

･出張が多いので困難 

･登録従業員の健診率向上 

･検査を受けることへの抵抗感 

･パートタイマー等への取組みが難しい 
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（８）健康づくりのための投入できる費用 

 

 

 

従業員の健康づくりのために投入できる費用については、「１～５千円未満」が 15.1％、「５

千～１万円未満」が 14.6％、「１万円～３万円未満」が 16.5％、「３万円以上」が 3.4％となっ

ているが、「投入できない」が 4.8％、「分からない」が 44.3％となっている。 

 

 

 

 

 

  

問 23.従業員の健康づくりのために、投入できる（と考えられる）費用はいくらですか。 
（従業員一人あたりの年間費用で法定健診費用を除く。）（回答は１つ） 

15.1 14.6 16.5 3.4 4.8 44.3 1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=623）

１～５千円未満 ５千～１万円未満 １万円～３万円未満 ３万円以上 投入できない 分からない 無回答
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（９）従業員の健康づくりのために希望する支援 

 

 

 

従業員の健康づくりのために希望する支援は、全体で「税制面での支援・助成」が 31.0％で

最多、次に「健康に関する情報提供（リーフレットの配布等）」が 27.8％、「従業員への保健指

導」が 26.6％となっている反面、「特にない」も 21.5％を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問 24.従業員の健康づくりのために希望する支援(サポート)は何ですか。（回答はいくつでも） 
（回答は１つ） 

26.6

14.6

27.8

13.2

14.8

6.3

6.4

3.9

2.4

31.0

1.6

21.5

1.9

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

従業員への保健指導

産業医による支援

健康に関する情報提供（リーフレットの配布等）

先進的な事例の紹介

従業員の健康の問題分析、課題整理

社内研修のための講師派遣

管理者向けのセミナーの実施

「ふくおか健康づくり団体・事業所宣言」

登録に向けたサポート

「健康経営優良法人2024（中小規模法人部門）」

認定に向けたサポート

税制面での支援・助成

その他

特にない

無回答

(%)

全体(n=623）

「その他」の回答 

･問題となる疾患に対する生活指導または支援を行いたい 

･運動できる環境作り 

･特定検診の対象範囲拡大と医療費支援 

･個人単位で情報が届くようにしてほしい 
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業種別にみると、医療、福祉は「従業員の健康の問題分析、課題整理」が 21.9％、「社内研修

のための講師派遣」が 12.9％と全体結果に比べて有意に高い。建設業は「社内研修のための講

師派遣」が 0.9％と全体結果に比べて有意に低い。 

 

従業員の健康づくりに投入できる費用別にみると、１万円～３万円未満を投入できる事業所

は「健康に関する情報提供（リーフレットの配布等）」が 42.7％、「従業員の健康の問題分析、

課題整理」が 20.4％とそれぞれ全体結果に比べて有意に高い反面、「税制面での支援・助成」は

21.4％と全体結果に比べて有意に低い。 

３万円以上投入できる事業所は「従業員への保健指導」が 38.1％、「産業医による支援」と

「先進的な事例の紹介」、「社内研修のための講師派遣」がそれぞれ 23.8％、「「ふくおか健康づ

くり団体・事業所宣言」に向けたサポート」と「「健康経営優良法人 2024（中小規模法人部門）」

認定に向けたサポート」がそれぞれ 19.0％と全体結果に比べて有意に高く、複数の支援を希望

する傾向が強い反面、「健康に関する情報提供（リーフレットの配布等）」は 14.3％と全体結果

に比べて有意に低い。 

 

 

 

  

回
答
者
数

従
業
員
へ
の
保
健
指
導

産
業
医
に
よ
る
支
援

健
康
に
関
す
る
情
報
提
供

（

リ
ー

フ
レ
ッ

ト
の
配
布
等
）

先
進
的
な
事
例
の
紹
介

従
業
員
の
健
康
の
問
題
分
析
、

課

題
整
理

社
内
研
修
の
た
め
の
講
師
派
遣

管
理
者
向
け
の
セ
ミ
ナ
ー

の
実
施

「

ふ
く
お
か
健
康
づ
く
り
団
体
・

事
業
所
宣
言
」

登
録
に
向
け
た
サ

ポ
ー

ト

「

健
康
経
営
優
良
法
人
2
0
2
4

（

中
小
規
模
法
人
部
門
）
」

認
定

に
向
け
た
サ
ポ
ー

ト

税
制
面
で
の
支
援
・
助
成

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

623 26.6 14.6 27.8 13.2 14.8 6.3 6.4 3.9 2.4 31.0 1.6 21.5 1.9

建 設 業 106 18.9 7.5 33.0 11.3 14.2 0.9 1.9 3.8 2.8 31.1 0.0 24.5 1.9

卸 ・ 小 売 業 100 31.0 20.0 26.0 12.0 15.0 3.0 9.0 5.0 4.0 35.0 1.0 24.0 1.0

宿泊業、飲食サービス業 30 26.7 10.0 26.7 3.3 6.7 3.3 10.0 3.3 0.0 23.3 0.0 23.3 6.7

不動産業 、物 品賃 貸業 12 0.0 8.3 41.7 16.7 16.7 0.0 8.3 0.0 0.0 25.0 8.3 25.0 0.0

教 育 、 学 習 支 援 業 9 33.3 11.1 44.4 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 22.2 0.0

そ の 他 サ ー ビ ス 業 63 20.6 6.3 36.5 7.9 12.7 7.9 3.2 1.6 1.6 28.6 1.6 22.2 1.6

医 療 、 福 祉 155 33.5 14.8 23.9 18.1 21.9 12.9 10.3 6.5 3.9 31.6 3.2 18.1 0.6

金 融 業 、 保 険 業 18 33.3 33.3 16.7 27.8 11.1 0.0 5.6 0.0 0.0 33.3 5.6 11.1 5.6

運 輸 業 、 郵 便 業 22 31.8 22.7 22.7 27.3 9.1 4.5 9.1 0.0 0.0 22.7 0.0 13.6 4.5

情 報 通 信 業 5 40.0 20.0 20.0 0.0 0.0 20.0 20.0 20.0 20.0 40.0 0.0 20.0 0.0

製 造 業 59 27.1 20.3 16.9 6.8 13.6 5.1 1.7 3.4 0.0 28.8 1.7 22.0 3.4

そ の 他 40 20.0 17.5 37.5 15.0 10.0 10.0 5.0 0.0 0.0 35.0 0.0 25.0 0.0

１ ～ ５ 千 円 未 満 4 25.5 11.7 30.9 8.5 14.9 4.3 5.3 3.2 3.2 38.3 2.1 17.0 1.1

５ 千 ～ １ 万 円 未 満 46 28.6 17.6 31.9 19.8 16.5 8.8 2.2 3.3 1.1 41.8 0.0 16.5 1.1

１ 万 円 ～ ３ 万 円 未 満 329 32.0 12.6 42.7 16.5 20.4 6.8 7.8 2.9 1.0 21.4 1.9 17.5 0.0

３ 万 円 以 上 105 38.1 23.8 14.3 23.8 19.0 23.8 9.5 19.0 19.0 33.3 0.0 14.3 0.0

投 入 で き な い 11 13.3 6.7 13.3 10.0 3.3 0.0 0.0 0.0 0.0 30.0 0.0 50.0 0.0

分 か ら な い 73 25.4 15.6 22.8 11.2 13.4 5.4 8.3 4.0 2.2 29.0 2.2 23.9 2.2

全体結果よりも有意に高い

全体結果よりも有意に低い

健

康

づ

く

り

の

た

め

に

投

入

で

き

る

費

用

単位：％

全 体

業
種
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（１０）希望する研修テーマ 

 

 

 

 

健康づくりのために希望する支援のうち、社内研修のための講師派遣と回答した事業所に対

して、希望する研修テーマをたずねたところ、「メンタルヘルス」が 76.9％で最多、次に「生活

習慣病の発症予防・重症化予防」が 56.4％、「肩こり・腰痛対策」が 51.3％と、これらが上位

となっている。「その他」の意見としては、「職場における人間関係の構築について」があげら

れている。 

  

 

 

 

 

  

0.0

2.6

35.9

56.4

48.7

43.6

51.3

76.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

無回答

その他

歯、口腔の健康づくり

生活習慣病の発症予防・重症化予防

食生活の改善

睡眠対策

肩こり・腰痛対策

メンタルヘルス

≪問 24で「6. 社内研修のための講師派遣」とお答えの方におたずねします。それ以外の方
は問 25にお進みください≫ 
問 24-1. 講師派遣を希望する場合、どのようなテーマの研修を実施したいですか。（回答は
いくつでも） 

（％） 

全体(n=39) ■ 


